
  

 

山梨県 

 
１．レジ袋削減への取組の経緯	 

・	 山梨県では、事業者・消費者団体・商工団体・行政等で構成する山梨県ノーレジ袋推進

連絡協議会が中心となって、「山梨県におけるマイバッグ等の持参促進及びレジ袋削減

に関する協定」の締結を通じた県内全域でのレジ袋無料配布中止を実施している。 
・	 平成 20 年６月 10 日の第１回協定締結から順次参加事業者を増やしてきており、平成

23 年６月７日の第６回協定締結を経て、現在は 37 事業者１組合 438 店舗と協定を締結

するに至っている。内訳は、食品スーパーが 18 事業者 103 店舗、クリーニング店が 7
事業者１組合 319 店舗、百貨店が 2 事業者 2 店舗、生活協同組合が 4 事業者 5 店舗、

農業協同組合・農の駅が 4 事業者 7 店舗、自然食品店が 1 事業者 1 店舗、寝具店が 1
事業者 1 店舗である。 

・	 「山梨県におけるマイバッグ等の持参促進及びレジ袋削減に関する協定」において、参

加事業者は、レジ袋削減の目標を設定し、レジ袋の無料配布を中止するなどの取組を実

施することとされている。また、山梨県ノーレジ袋推進連絡協議会は、レジ袋削減の効

果を公表することにより、この取組の更なる拡大を目指し、協定に参加する消費者団体、

商工団体、自治体は、事業者の取組を支援するとともに、マイバッグ等の持参を積極的

に呼びかけることとされている。 
 
２．レジ袋削減対策の評価	 

・	 「山梨県におけるマイバッグ等の持参促進及びレジ袋削減に関する協定」締結の結果、

協定参加事業者全体でのマイバッグ等の持参率は 80％台後半を推移している。山梨県

ノーレジ袋推進連絡協議会を中心とした県民に対するマイバッグやマイバスケット持

参の積極的な呼びかけなどの啓発活動を通じて、マイバッグ等の持参が定着・習慣化し

たことで、マイバッグ持参率は高水準で推移しているものと考えている。 
 

マイバッグ等の持参率の推移	 
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・	 平成 20 年７月から平成 24 年 12 月までのレジ袋辞退者全体の削減効果を試算すると、

以下のようになる。ごみ減量のみならず、CO2排出量削減にもこれだけ寄与したと評価

できる。 
レジ袋辞退者 26,365 万人 
レジ袋辞退枚数 36,361 万枚 
レジ袋削減重量 4,165 トン 
原油削減量 8,601kl 

（原油削減量 200Ｌのドラム缶約 43,005 本分） 
二酸化炭素削減量 19,389 トン 

（約 4,073 世帯の年間排出量分に相当） 
 

・	 レジ袋削減対策で効果を上げられた要因として、1)山梨県という商圏が、事業者が横並

びで取り組めるちょうどよい規模の商圏であったこと、2)協定締結を通じたレジ袋無料

配布中止の実施前に、ストップ・レジ袋大作戦として毎月 10 日、20 日、30 日は「ノ

ーレジ袋の日」とする等の取組を行うなど、県内全域でのレジ袋無料配布中止の実施に

向けて十分な普及・啓発活動が実施されたこと、3)協定に基づき、山梨県ノーレジ袋推

進連絡協議会・事業者・協定参加団体・行政が、それぞれの役割のもと協働してレジ袋

削減のための取組が実施されていること、等が挙げられる。 
 
３．今後の取組の方向性	 

・	 今後は、ドラッグストアやホームセンター事業者の協議会への参加及び協定締結を通じ

たレジ袋無料配布中止の取組を拡大していきたい。 
・	 日々の生活の中で実践できる 7 つのエコ活動（レインボーアクション：マイバッグ運動、

マイはし運動、マイボトル運動、リユースびん運動、エコドライブ運動、緑のカーテン

運動、環境家計簿運動）を「やまなしエコライフ県民運動」として提唱し、県民一人ひ

とりがこの運動への参加を通じて自らの生活行動を見直し、環境にやさしいライフスタ

イルへの転換を図ることを推進している。レジ袋削減対策は、マイバッグ運動に含まれ

るが、ごみ減量化だけではなく、環境にやさしい社会「CO2ゼロやまなし」の実現にも

寄与するという位置づけで、リデュースや環境保全につながる他のエコ活動とともに、

推進していくこととしている。 
 
 
 
 
 
 



  

 
 


